
要 旨

Cox（１９８７）は、家族内で行われる資産移転の

動機について、Becker（１９７４）を利他的動機に

よ る モ デ ル、Bernheim／Shleifer／Summers

（１９８５）を交換動機によるモデルと再解釈し、私

的な資産移転の中心である生前贈与（inter vivo

transfer）が、交換動機によって説明されやすい

ことを指摘した。しかし、Bernheim／Others

（１９８５）は、生前贈与よりも遺産による資産移転

が賢明な戦略であることを指摘しているし、

Becker（１９７４）のモデルでは、家族内で資産の

再分配を強制的に行うことから、生前贈与が増え

ざる得ない。それゆえ、生前贈与がBernheim／

Others（１９８５）流の交換動機で説明しやすいと

するCox（１９８７）の結論は、モデルから推察され

る帰結とは反するものであるように思われる。

本稿の分析は、Cox（１９８７）に倣い、Becker

（１９７４）とBernheim／Others（１９８５）を利他主義

―利己主義（交換動機）で捉えるが、資産の移転

には生前贈与と遺産の２通りの方法があり、他を

一定とすれば、利己的な親ほど遺産が大きくなる

と考える点に特徴がある。この解釈は、常識的な

ものと矛盾するように感じられるが、遺産を子供

をコントロールするためのアメと考えるならば、

それを大きくする利己的な親の行動を理解できる

であろう。

分析で使用するデータは、『家計における金融

資産選択に関する調査１９９８』（郵政省郵政研究所）

の個票である。このアンケートは遺産動機に関す

る設問を有する点に特徴があり、これを明示的に

取り入れることで、遺産動機が遺産に与える影響

について分析することができる。分析結果を先取

りすると、利己的動機を有する親は、遺産を大き

くする傾向にあり、Bernheim／Othersモデルの妥

当性が支持された。しかし、利他心が遺産・生前

の消費に与える影響は統計的な有意性が低いため

に、Beckerモデルの妥当性についてはこれを支

持できなかった。また、遺産動機の違い（利己vs．

利他）が遺産額に与える影響は、総額の２．５～

３．５％程度と小さく、必ずしも大きな役割を演じ

ているとは言えないし、利己的遺産動機の保有者

と利他的遺産動機の保有者は双方とも全サンプル

の４２％で拮抗しており、互いに相殺しあう力に

よって遺産額と遺産動機のマクロ的な関係は明確

となりにくくなるであろう。

１ はじめに

遺産と遺産動機の分析でベンチマークとなるの

は、遺産動機を認めないライフサイクルモデルで
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ある（Yaari［１９６５］）。ライフサイクルモデルが

描き出す合理的個人は、生涯の所得と消費が一致

するように労働時間（ないし余暇時間）を決定す

る。それゆえ、死亡時点で残される資産がゼロに

なるように個人が行動すると考える（図表１）。

Davies（１９８１）らのAccidental Bequestモデルは、

死期の不確実性によって死後の資産が残されるこ

とを指摘しており、遺産動機を認めないという意

味で極端なライフサイクルモデルの一つと解釈で

きる。

これに対してBecker（１９７４）は、全ての資産

を自分のために消費するのではなく、家族内で所

得（リスク）をシェアしあうモデルを提示した。

そこでは、慈恵的で支配的な資産分配権を有する

世帯主が家族内の経済力を調整することで、リス

クプレミアムや協業の利益を生みだし、構成員の

効用を最大化できるような枠組みを提供している。

Kotlikoff／Spivak（１９８１）は、リスクを回避しよ

うと考える合理的な個人にとって保険機能からの

メリットは大きく、保険契約に対する経済的イン

センティブが存在することをシミュレーションに

よって示した。そして、市場で供給される保険商

品には、情報の非対称性によるアドバースセレク

ションやモラルハザードの問題が存在するので、

情報の共有が可能な家族内で保険を処理したほう

が割安（妥当）であると主張した。Bernheim／

Shleifer／Summers（１９８５）は、子供の行為に対

して与える影響力を考慮すれば、先行的な投資

（生前贈与）よりも遺産による報酬体系を採用す

ることが親にとって賢明であることを指摘してい

る。そこでは、子供一人当たりの電話回数、訪問

数から作成された「接触頻度」を従属変数とし、

遺贈可能資産の大きさが有意に接触回数に寄与す

ることを示すことで彼らのモデルの有効性を論じ

ている。また、最近の研究としてLundholm／

Ohlsson（２０００）は、生前贈与は子供の努力水準

で競争的に配分し、遺産については平等に配分す

るというモデルを提案している。彼らのモデルで

は、遺産を均等に分けることで死後の評判を悪く

しないことができる、という要素が親の効用関数

の中に含まれており、これが重要な役割を果たし

ている。日本に議論を限定すると、遺産の中心で

ある不動産（ex.家、畑）には規模の経済が存在

するものと考えられ、これを細切れにすることは

愚かであるとの考え方がある（あった）ように思

われる。このような惣領制の慣習を念頭に置くと、

このモデルは、少なくとも日本の高齢者を説明す

るのにはあまり適さないものと考えられよう。

Cox（１９８７）は、Becker（１９７４）を利他主義、

Bernheim／Others（１９８５）を交換動機として再解

釈し、私的な資産移転の中心である生前贈与（in-

ter vivo transfer）が、（利己的）交換動機によっ

て説明されやすいことを指摘した。しかし、

Becker（１９７４）のモデルでは、稼得機会の小さ

い家族構成員に対して資産を分配する行動様式を

採用するので、生前贈与が拡大し必然的に死後の

図表１ 遺産に関する先行研究（仮説）の比較

親の遺贈目的 遺産額 生前贈与 親の
行動仮説

子どもの
行動仮説

・極端なライフサイクルモデル Yaari（１９６５） なし なし なし 利己的 利己的

・Accidental Bequestモデル Davies（１９８１） なし 小 なし 利己的 利己的

・戦略的遺贈モデル Berheim／Shleifer／Summers（１９８５） スキンシップ 大 小 利己的 利己的

・家族内契約モデル Kotlikoff／Spivak（１９８１） リスクシェア あり 小 利己的 利己的

・王朝モデル Barro（１９７４） 事業継承 大 小 利他的 利己的

・家族内調整モデル Becker（１９７４） リスクシェア 小 大 利他的 利己的
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遺産（bequest）が減少するはずである。また、

Bernheim／Others（１９８５）は、死後の遺産が親に

対して接触するインセンティブを子供に与える点

を考慮し、生前贈与よりも遺産相続によって子供

に報いることが戦略的に賢明であることを指摘し

ている。それゆえ、生前贈与が交換動機で説明し

やすいとするCox（１９８７）の結論は、Becker、

Bernheim／Othersから推察される帰結と相反する

ものである。

本稿は、Cox（１９８７）に倣い、Becker（１９７４）

とBernheim／Others（１９８５）を利他主義―利己主

義（交換動機）で捉えるが、資産の移転には生前

贈与と遺産の２通りの方法があり、Becker

（１９７４）で生前贈与、Bernheim／Others（１９８５）

で遺産が相対的に大きくなると考える点に特徴が

ある。この考え方は、他を一定とすれば、利己的

な親ほど遺産が大きくなることを示唆しており、

常識的な解釈とは矛盾することになるが、遺産を

子供を操作するためのアメと考えるならば、遺産

を大きくする利己的な親の行動を理解できるであ

ろう。実証分析の結果を先取りすると、利己的動

機を有する親は、遺産を大きくする傾向にあり、

Bernheim／Othersモデルの妥当性が支持された。

しかし、利他心が遺産・生前の消費に与える影響

は、統計的な有意性が低いために、結論を導くに

はいたらなかった。また、遺産動機が遺産額に与

える影響は、総額の２．５～３．５％程度と小さく、必

ずしも大きな役割を演じているとは言えないし、

利己的遺産動機の保有者と利他的遺産動機の保有

者は、双方とも全サンプルの４２％で拮抗しており、

互いに相殺しあう力によって遺産額と遺産動機の

マクロ的な関係は明確となりにくくなるであろう。

以降の分析の流れは、続く２節で、利他的モデ

ルとしてBecker（１９７４）、利己的モデルとして

Bernheim／Others（１９８５）を検討し、そこから導

かれる資産分配方法について整理する。３節では、

実証分析に使用するデータを概観して、その特性

を明らかにし、４節で実証分析の結果をまとめる。

最後の５節で、本稿の特徴と問題点をまとめる。

２ フレーム・オブ・レファレンス

ここでは、親と子が資産移転に関する取り決め

を行う状況を考える。例えば、親が資産の少ない

子供へ行う援助、子供が高齢になった親の面倒を

見るなどの行為を、家族内で取り交わされた契約

に基づいて履行する資産移転であると考えるので

ある。家族内の契約は、情報が共有しやすいので、

市場での契約に比べてリスクの小さいことが一般

的である（Kotilikoff／Spivak.［１９８１］）が、厳密な

契約を取り交わさないために不履行の危険性、す

なわち拘束力に関するコミットメント（不履行の

ペナルティ）が欠落しがちである。Becker（１９７４）

では、慈恵的、かつ、支配的な資産分配権を有す

る者（世帯主）を設定することで契約の円滑な履

行を保証している。他方、Bernheim／Othersでは、

後払い（遺産）で子供の貢献に応じた報酬を行う

というルールによって、�a 貢献に対するインセン

ティブを付け、�b契約の履行を監視することがで

きるとしている。ただし、Bernheim／Othersでは

�a を強調するために子供の数が２以上であること

を要請しているが、�bの特性に注目する限り子供

の数は問題でないであろう２）。

以下では、�A家族内の契約で拘束力を維持する

ことが難しい、�B資産移転には死後の移転（遺産）

と生前の移転（生前贈与）がある、という２つの

状況を前提として、Becker（１９７４）とBernheim

／Othersのモデルを整理する３）。

２）もし、一人息子（娘）が自分達（親）を粗末に扱うようならば、全ての遺産を慈善事業などへ寄付するという脅しも可能であ
ろうから、後払い方式の拘束力は子供の数を問題としないであろう。
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２．１ 家族内調整モデル

Becker（１９７４）のモデルは、支配的な資産分

配権を有する慈恵的な親が、家族構成員の効用を

最大化するように資産を分配する構造になってい

る。これを「家族内調整モデル」と定義し、利他

的モデルの代表として概観する。まず、個人iの

効用関数は以下のように示される。

Ui＝Ui（Z１，…，Zm）

ここで、効用関数の要素となっている財Zjは、

ultimate Z goodsと呼ばれるもので、周囲の人・

環境R n
j、投入された時間tj、一般的な消費財xj、

教育水準E iなどを組み合わせて主体的に生産され

るものと考えられており以下のように示される。

Zj＝f i
j（xj，tj，E i，R１j，…，R r

j）

つまり、Beckerのモデルでは、まず、自分が

目標とする生産財Zが存在し、それを生産するた

めに利用できる投入要素を上手に組合わせること

でZを最大化し、これによって効用を最大化する

のである。それゆえ、教育投資は、選好の代理変

数ではなく、貨幣所得と初期賦存を一定とした場

合に、Zの生産量を拡大できるような能力を規定

するものとなる。このモデルを簡略化し、ulti-

mate Z goodsが１財だけ存在し、その定量的な

生産量がそのまま効用になるものと仮定する。こ

こに投入される要素は、一般的な消費財xが１財、

関連する個人が１人だけであるとすれば、以下の

ように定式化できる。

Ui＝Z（x，R）

ここで個人iは、周囲の人へ働きかけることでR

を変化させることができるものと考え、その努力

水準をh、努力なしの状態をDiとして�２式のよう

に定式化する。

�１ R＝Di＋h ．

また、所得制約を�２式とし、�１式を代入すると

�３式のようになる。

�２ pxxi＋prh＝Ii，

�３ pxxi＋prR＝Ii＋prDi＝Si．

右辺から明らかなように、Becker（１９７４）で

想定される個人の所得は、一般的な貨幣所得のほ

かに初期状態の環境に依存して得ることができる

所得を含んでおり、この合計値を社会的所得（So-

cial Income）Siと定義している。この枠組みを家

族内調整モデルとして解釈するために�１式を�４式

へ修正する。

�４ Ri＝
Ij＋hij

px
＝

Sj

px
＝xj．

なお、Ij，Sj，xjは、それぞれ個人jの貨幣所得、

社会的所得、財消費量であり、hijは個人iから個

人jへの働きかけである。この�４式を�２式に代入

すると、

�５ pxxi＋prRi＝Si⇔pxxi＋prRi＝Ii＋
pr

px
Ij．

ここで、個人iが自分で消費する時の価格と個

人jの消費に対する価格を同等なものとして認識

する（pr＝px）とすれば�６式となり、個人iの社会

的所得Siは、自分の貨幣所得と個人jの貨幣所得の

合計で表されることになる。これを図示したもの

が図表２である。

�６ Si＝pxxi＋prRi＝Ii＋Ij．

図表２で、初期状態をE１（Ii，Ij）とすれば、所

得制約Siの下で効用最大化を図る個人iが選択する

組合せ（xi，xj）はeであり、そのために個人iは、

個人jに対してh１ijだけ働きかけることになる。こ

こで「働きかけ」とは、親が子供に対して行う教

育支出・資金援助。孫の世話を見るなどがあり、

子供が親に対して行う、老後の資金援助、介護な

どの要素を想定することができるであろう。この

モデルでは、どちらの個人が貨幣所得を得たとし

３）Kotlikoff（１９８８）では、遺産、生前贈与の定義が困難であること、議論を混乱させる要因となることを指摘している。
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ても、その合計値であるSiが変化しない限り双方

の効用水準に影響を及ぼさないので、消費からの

限界効用が高い人へより多くの資産を分配するこ

とになる。慈恵的な世帯主は、このメカニズムが

協業の利益・リスクプレミアムなどを家族構成員

にもたらすものと考えて、これを強制的に施行す

るのである。ここで明らかにされたことは、慈恵

的で支配的な資産分配権を有する世帯主の存在が

契約履行を保証するキーコンセプトになっている

点である。家族内調整モデルは、家族構成員の全

てが利他的であることを要請しないが、世帯主の

利他性が必要になっている。それゆえ、利他主義

モデルの代表として位置付けられるのである。

ここで、子供や老人の貨幣所得は、親（世帯主）

の貨幣所得よりも小さいという一般的なプロファ

イルを仮定すれば、家族内調整モデルの帰結は、

親から子への生前贈与を大きくし、相対的に死後

の資産（遺産）を減少させることになるであろう。

２．２ 戦略的遺贈モデル

Bernheim／Shleifer／Summers（１９８５）は、子

供の活動に対する影響力を考えれば、親にとって

合理的な資産分配方法は生前贈与ではなく、遺産

相続になることを指摘した。彼らのモデルは、子

供から受ける介護などの貢献度合いを遺産によっ

て操作しようとすることから、「戦略的遺贈モデ

ル」とも呼ばれている。ただし、その中身を見る

と、子供とのスキンシップを維持したい親が資産

分配の方法を工夫するモデルであり、経済的イン

センティブから資産分配を行うモデルよりも人間

味のあるモデルのように感じられる。彼らのモデ

ルで親の効用関数Upと子供の効用関数Ukは、

Up＝Up（cp，a，Uk），Uk＝Uk（ck，a）．

ここで、cp，ckは親と子の自分自身の消費、aは

各子供の親に対する貢献のベクトルである。なお、

�Uj／�cj＞０（j＝p，k）、かつ、�Uk／�a＞０で

あるならば�Up／�a＞０である。また、親の所

得は、自分の消費と子供への資産移転によって使

い尽くされるものとし、子供は、親からの資産移

転bkによって消費額ckを上昇させることができる。

�７ yp＞＿
K

Σ
k＝１

bk＋cp（bk＞＿０），ck＝ c^ k＝bk．

ここで c^ kは、親に対して何の貢献もしないと

きに、kが消費することのできる大きさである。

ゲームのルールは、以下の３つの条件が予め整え

られているものとする。�１親が子供に移転する資

産の総額を決定してから残りの資産を自分で消費

する（�７式）。�２子供に移転される資産の割合β０

は子供の貢献ベクトルaに応じて決定される（�８

式）。�３このルールの実効性について親は自らで

担保する。�４親は１期だけ存在するものとし、２

期目には子供達へ資産が分配される。

�８ β０（a）＝［β０１（a），…，β０K］，
K

Σ
k＝１
β０k（a）＝１．

以上の条件が確立された上で、子供達は各人の

貢献水準を選択し、ベクトルaが決まる。こうし

たプロセスから与えられる子供達の利得は、Sk＝

｛（ak，bk）｜Uk（ c^ k＋bk，ak）＞＿Uk（ c^ k＋bk，ak）＞＿Uk

（ c^ k， a^ k）｝である。ここで、 a^ kは、親に対する

貢献がないことを意味する値である。

図表２ 社会的所得Siを制約とする、個人iの効

用最大化行動
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bk＝βk
０（yp－cp）であることに留意すれば、子供

の効用関数は以下のように書き改められる。

�９ Uk＝Uk［ak， c^ k＋βk
０（yp－cp）］．

ここで、�９式の第二項は、子供が親から受ける

資産移転の関数であり、親に対する貢献への対価

ないしインセンティブを意味している。�Uk／�a

＞０が十分に大きいaまで続くとすれば、子供の

親への貢献は、遺産額（yp－cp）を大きくするこ

とでいっそう引き出されることになる。

オリジナルモデルを拡張する形で、親の消費cp

が純粋な自分のための消費 c^ pと生前贈与wから構

成されていると仮定する。

�１０ cp＝ c^ p＋w

契約の拘束力に注目すれば、既に支出（移転）

された資産では、子供の行動を制約できないもの

と考えられるので、wが直接aにへ影響を与える

ことはできないであろう。それゆえ、生前贈与w

を大きくすることは、Σbkを縮小させる効果に

よって子供からの貢献を引き下げてしまう。こう

した推察から、Bernheim／Others（１９８５）は、遺

産が生前贈与よりも子供に対して影響力を発揮す

ると指摘するのである。彼らのモデルは、資産移

転主体（親）が遺産額を明らかにし、それを契約

通り残すことを要請するものの、貢献に応じて資

産移転を行う姿は、見返りを期待するという意味

において利己的な動機に基づく行為と考えること

ができので、本稿では利己的モデルの代表として

これを解釈する。

２．３ 遺産動機と資産移転

資産を子供へ移転する方法には、死後に行う資

産移転（遺産）と、生前に行う生前贈与がある。

利他的モデルの代表であるBecker（１９７４）に従

うならば、生前贈与が拡大する傾向にあるであろ

う４）。他方で、利己的モデルの代表として取り上

げたBernheim／Others（１９８５）は、子供が契約を

反故にする可能性などを考慮すれば、生前贈与よ

りも遺産の方が賢明な資産移転方法であると指摘

している。それゆえ、他を一定として相対的に評

価すれば、利他心は生前贈与、利己心は遺産を大

きくするものと考えられるであろう。利己心が遺

産を大きくするとの理解は意外であるかも知れな

い。しかし、生前贈与と遺産を区別すれば、「金

の切れ目が縁の切れ目」になると考える利己的な

親が、生前贈与を減らして遺産を増やすのは、ご

く自然であるように思われる。続く３節以降では、

以上の仮説に対して実証的に検討する。

３ データ

本稿で分析に使用したデータは、『金融資産選

択に関する調査１９９８』（郵政省郵政研究所）であ

り、以下では『資産選択調査』と略す。使用した

サンプル数は、全３７５４のうちデータのクリーニン

グと分析目的に沿った適当な制限に妥当する１４７

サンプルである。適当な制限とは、遺産および遺

産動機に注目するために、若年層と壮年層以上の

世代で行動様式が異なるであろうことに配慮し、

世帯主の年齢が５５歳を越えているサンプルだけを

使用したことを指している。なお、サンプルが大

きく絞り込まれた原因は、細目に別れた資産をサ

ムアップする形式で資産残高を算出した時に、無

回答が一つでも含まれているとサムアップができ

ないという事情にもよる。

実証分析の従属変数には遺産額と生前贈与を用

い、説明変数には遺贈動機に関するダミー変数の

他、外生的にコントロールされる変数が含まれる。

以下では、ユニークな変数について概説する。

４）親が純粋な利他心から資産移転を行うならば、資産移転の方法は無差別であろう。
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３．１ 遺贈性向

本稿で利用する『資産選択調査』では、遺産に

対する考え方について２つの設問がある。一つは

遺産動機に関する設問であり、他方は遺産の配分

方法に関するものである。まず、実際のアンケー

トの設問を忠実に再現する。

下段にある遺産動機に関する設問で�１の回答は

どのように理解すべきであろうか。Bernheim／

Others（１９８５）は、利己的であれば遺産を残す

ことを示唆しているので、下段�１の回答者は利己

的であるように思われる。しかし、生前贈与を含

むならば、Becker（１９７４）と矛盾することなく

�１の回答者を利他的であると解釈できる。つまり、

遺産を残すか否かを尋ねる設問では、資産配分に

対する利他心と利己心の違いを的確に判断するこ

とができない。確かに、�２は利己心、�３は王朝モ

デル（利他心）を有する回答者であると解釈でき

るが、これらは、上段にある遺産の配分方法に関

する設問でも把握できる。そこで、ここでは、遺

産の配分方法に関する設問から、利己主義、利他

主義（交換動機）の区分を行うことにする。具体

的には、上段の設問に対する回答のうち、�１、�４

は子供に見返りを要求していないという意味で利

他的動機に基づく遺産分与であると解釈する。�２

は、見返りを要求する遺産分与であるから利己的

な動機である。�３、�５は、Barro流の王朝モデル

に従う遺産分与の方法であり、�６は識別不能であ

るが回答者は多くない。以上の解釈から、本稿で

は、�１�４の回答者へ１、その他の回答者へゼロを

当てはめる「利他主義ダミー」と、�２の回答者に

１、その他の回答者をゼロとする「利己主義ダ

ミー」を設定する。なお、王朝モデルについては、

ダミー変数を利用するための技術的措置から、実

証分析の段階では除外される。

【遺産の分配方法】

設問：（お子様が二人以上いらっしゃる方に

うかがいます）

遺産（生前贈与を含む）を子供に残す場合、

その分け方に対する考え方をお知らせ下さい。

（○は一つ）

�１ 均等に分ける （４０．１％）

�２ 面倒を見てくれた子供に多く、もしくは

全部残す （４２．１％）

�３ 事業を継いでくれた子供に多く、もしく

は全部残す （４．７％）

�４ 所得の低い子供に多く、もしくは全部残

す （２．０％）

�５ 自分の面倒を見てくれなかったとしても、

長男・長女に多く、もしくは全部残す

（８．１％）

�６ その他 （２．７％）

【遺産動機】

設問：あなた方は、子供に残す遺産（生前贈

与を含む）に関してどのようにお考えですか。

（○は一つ）

�１ 遺産はいなかる場合においても残す予定

（３１．５％）

�２ 遺産は子供が面倒をみてくれた場合に

限って残す予定 （１５．８％）

�３ 遺産は子供が事業を継いでくれた場合に

限って残す予定 （３．４％）

�４ 遺産を積極的に残すつもりはないが、

余った場合には残す （４５．２％）

�５ その他 （２．７％）

�６ 遺産を残す必要はない （１．４％）
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３．２ 遺産額と消費額

『資産選択調査』で調査されている、遺産予定

額、資産現在残高、世帯主および配偶者の年齢を

利用して、遺産額と生前贈与のデータを作成する。

『資産選択調査』は、「予定遺産額」について質

問しており、この回答を遺産額のデータとして利

用することができる５）。他方、生前贈与額につい

ては、その定義が曖昧であるために、正確に把握

することができない。本稿では、世帯主の年齢が

５５歳以上の世帯にとって生前贈与額とは、親世代

のこれからの消費額（将来消費額）に一定の割合

で含まれるものと考えることにする。例えば、親

が子供の教育に対して行う支出や孫へのお年玉、

生活一般に関する援助などは、あたかも親世代の

消費としてカウントされるものの生前贈与とも解

釈でき、その金額は消費額に比例すると考えられ

る。この考え方に立てば、将来消費額を生前贈与

の代理変数として利用すことができよう。将来消

費額は、簡便なライフサイクルモデルを想定した

以下のような式から算出した。

�１１ D‾＝
Wt－B

LEt
・

ここで、D‾，Wt，B，LEtは、今後の１年当り

貯蓄取崩し額（Dissaving）の平均値、t期におけ

る資産現在高、遺産予定額、夫婦の余命のうち長

い方の値をそれぞれ意味している。もし、Wt＞B

ならば貯蓄は取り崩され、Wt＜Bならば貯蓄は積

み増されることになる。なお、『資産選択調査』

では、金融資産（預貯金・金融商品・保険）、実

物資産（建物・土地）を個別に質問しているので、

これをサムアップすることでWtを算出することが

できる。他方で、設問では、合計値としてWtを直

接に回答してもらってもいるが、これとサムアッ

プしたWtが必ずしも等しくならない。ここでは、

サムアップした値をWtとして利用することにした。

なお、将来消費額の分子に遺産予定額が含まれて

いるが、両者の相関は０．３６とさほどに高くない。

３．３ データの地域差

資産額を考慮する時には、県別のデフレータな

どを用いてデータを調整すべきである。都市部の

生活費用一般が他の地域に比べて高価であること

は周知であり、同じ所得、同じ資産残高であって

も、実質の購買力には幾分かの相違があると考え

るのが妥当であろう。資産選択調査では、サンプ

ルの採取地点（４００地点）を市町村別で把握する

ことが可能であり、地域の物価差を考慮すること

ができる。ここでは、『全国物価統計調査報告（平

成９年度）』から、県別・市町村の人口規模別の

デフレータを説明変数に加える形でこれを調整す

る。このデフレータは、全国平均を１００とした値

である。なお、政令指定都市の特別区に関しては、

当該区を含む政令指定都市のデフレータを利用す

る。

人口１０万以上の市：当該市に関するデフレータ

人口５―１０万の市：当該都道府県に含まれる人口

５―１０万の市の平均デフレー

タ

人口５万人未満の市：当該都道府県に含まれる人

口５万未満の市の平均デフ

レータ

町村：当該都道府県に含まれる町村の平均デフ

レータ

東京特別２３区：東京特別２３区の平均デフレータ

３．４ 記述統計量

変数の記述統計量から、使用したデータの特徴

５）設問は、「（遺産を）残される場合、金融資産・住宅・土地・その他を含めた合計でどのくらいの金額を残そうとお考えになっ
ていますか（現在の価格でお答え下さい）」。括弧内は、前後の文脈と回答部分から筆者が加筆した。

１１５ 郵政研究所月報 ２０００．１２



について概観しておく。（図表３）。まず、サンプ

ルの世帯主年齢の平均値は６３歳であり、遺産につ

いての考えを固めつつある年齢がターゲットに

なっていることを確認できる。遺産予定額の平均

は３０８０万円であり、相続税課税対象者を分析に使

用した麻生（１９９８）のデータが示す９２００万円とは

乖離しているが、配偶者＋子供二人の場合で８０００

万円まで非課税となる相続税の現行制度を考えれ

ば、相続税課税対象者を分析に使用した麻生の値

よりも低くなるのは当然である６）。むしろ３０８０万

円という金額の方が直観的に妥当な水準であるよ

うに思われる。次に、�１１式で求められた将来消費

の年額は、平均で９９万円（月額８．２５万円）となっ

ている。この解釈は決して容易ではない。例えば、

資産価値が３０００万程度の持ち家を有するならば、

年額で１００万円程度の減価償却が生じる可能性が

ある。それゆえ、ストックでみた時に１００万円分

の資産の取崩しが、生活費によるのか資産減耗に

よるものなのかの識別は、値を解釈する上で大き

な問題となる。本稿では、この点を明らかにしな

いが、この点には留意する必要がある。最後に、

既に受領した遺産額（現在価値）の平均値が１４２４

万円なのは興味深い。仮に、預け入れ利子率を

２％とすれば、１４００万円の４０年後の値は約３０００万

円であり遺産予定額の平均に近づく。すなわち、

受取った遺産は、ある程度の利回りで運用され、

そのまま後代へ引き継がれる、という非常にラフ

だが面白い解釈が可能である。遺産と資産の関係

に着目した研究は、Kotlikoff／Summers（１９８１）、

Modigliani（１９８８）、Arrondel／Others（１９９４）７）等

によって拡張されており、稿を改めて取り組みた

い課題である。

４ 実証分析

Hurd／Smith［１９９９］は、子供の数を遺産動機

の強さの代理変数とする分析で、高齢者のdis-

savingが遺産動機によって抑制されないことから、

利他主義モデルの妥当性を否定している。高山・

他（１９９６）、麻生・神谷（１９９８）、Horioka／others

（２０００）は、『資産選択調査』の個票を利用して、

遺産動機を明示的に分析へ組み込み、日本の高齢

者の行動が概ね利己主義モデルによって説明でき

ることを示している。これらの研究は、死後のス

トック（遺産）から利己主義モデルと利他主義モ

デルの妥当性を比較検証しているが、先述のよう

に遺贈手段としては生前贈与による部分も無視し

得ない。Bernheim／Others（１９８５）が利己心によっ

て遺産を大きくするモデルを提示したことを考え

ると、遺産＝利他心という解釈に基づく分析には

問題があるかもしれない。そこで、こうした点を

考慮するために、アドホックな誘導型モデルとし

て�３式のような実証モデルを設定する。

�３ Y＝β０＋β１DS＋β２Da＋β３BA＋β４lnA

＋
９

Σ
n＝５
βnOsn＋ε．

Y：Model１＝遺産予定額（万円）、Model２

将来消費の年額（万円）

DS：利己主義ダミー／利己主義的な遺贈動機を

有する者を１、それ以外をゼロとする定数

項ダミー

Da：利他主義ダミー／利他主義的な遺贈動機を

有する者を１、それ以外をゼロとする定数

項ダミー

BA：受領した遺産額（万円）

A：資産現在高（万円）

６）相続税の申告書の提出に係る被相続人数（相続税課税対象者）が被相続人数（死亡者数）に占める割合は、１９９７年、９８年とも
に５．３％であり、２０人に１人程度でしかない。

７）彼らは、フランスのデータを用いて分析を行っている。
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なお、元データに負値が含まれていない資産現

在高だけは、対数変換した値を分析で利用してい

る（図表３を参照）。分析手法は最小二乗法であ

り、分散不均一性に対処するためにWhiteの一致

推定量を用いている。ここでの分析では、死後の

資産（遺産）と生前贈与（消費額）を区分した上

で、�１資産移転と利他心の関係を検証し、さらに、

�２資産移転に対する利他心と利己心の影響力を相

対的に比較する。

Model１の分析結果から、利己的動機を有する

主体の遺産予定額は、利他的動機を有する場合よ

りも多くなっていることがわかる。これは、

Hurd／Smith（１９９９）、高山・他（１９９６）、麻生・

神谷（１９９８）、Horioka／others（２０００）らのよう

に「遺産＝利他心」と考える限り、合理的に解釈

することができない。しかし、先述したように、

Bernheim／Others（１９８５）から「遺産＝利己心」、

Becker（１９７４）から「生前遺贈＝利他心」の帰

結が導けるならば、利己主義ダミーが遺産予定額

へプラスの影響を与えていることは、仮説と整合

的な分析結果である。

Model２では、利己主義ダミーが将来消費額へ

マイナスの影響を有することが示されている。そ

の係数が利他主義ダミーより大きいことも併せて

考えると、利己的な動機を有する人の資産の取崩

しは、相対的に小さいものと解釈できる。ただし、

利他主義ダミーは９％の水準でしかt検定をクリ

アできていないので、分析結果の解釈には割引が

必要であるかもしれない。

とはいえ、以上の分析結果から、利己心が死後

の資産移転（遺贈）を大きくすることは明らかで

あり、このことからBernheim／Others（１９８５）モ

デルの現実妥当性が高いことを支持できる。他方

で、Becker（１９７４）の妥当性については、統計

的有意性が十分に高いものではないことから、そ

の妥当性を支持できなかった。

図表３ 記述統計量

平 均 中 位 最 大 値 最 小 値 標準偏差 歪 度 尖 度 観 測 値

Dependent

遺産予定額 ３０８０．５ ２００ ３００００ ０ ３９８９．３ ３．６８０ ２０．３４６ １４７

将来消費 ９９．９０５ ７１ ９１２ －６３４ １６９．９ １．１６６ １１．３６９ １４７

Independet

利己主義ダミー ０．４２２ ０ １ ０ ０．４９３ ０．３１７ １．１００ １４７

利他主義ダミー ０．４２２ ０ １ ０ ０．４９６ ０．３１７ １．１００ １４７

世帯主年齢 ６３．１０９ ６２ ８３ ５５ ６．１５８ ０．８４９ ３．５３４ １４７

世帯主健康ダミー ０．８１０ １ １ ０ ０．３９４ －１．５７６ ３．４８５ １４７

世帯主大卒ダミー ０．０７５ ０ １ ０ ０．２６４ ３．２３２ １１．４４５ １４７

子供の数 １．８２３ ２ ６ ０ １．３８３ ０．６００ ３．５９１ １４７

対数：資産現在高 ８．３８５ ９ １０ ４ ０．９２２ －１．１４９ ６．８８６ １４７

受領遺産額 １４２４．６ ０ ２００００ ０ ２８５０．９ ６．４５１ １８．１８９ １４７

消費者物価指数 ９８．８７８ ９８．１ １１６．５ ９２．２ ４．５３８ １．０１１ ４．２７６ １４７

参 考

資産総額 ６１６６．０ ５０３５ ２６４００ ５０ ５２４６．５ １．８７８ ６．５６４ １４７

遺産受領額／資産現在高 ０．２４ ０．００ ３．７７ ０．００ ０．４５ ２６．０６ ４．１２ １４７

遺産予定額／資産現在高 ０．７６ ０．４８ ２０．００ ０．００ １．７８ ９５．６３ ９．１５ １４７
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４．１ 遺産動機の影響力

遺産動機の違いによって予定遺産額と将来消費

額に影響があるとして、その大きさについて、他

の変数と相対的に検討してみる。具体的には、定

数項を含むすべての変数の係数に平均値をかける

ことで平均的な影響力を算出し、これを比較する。

図表５の上段図は、各変数の影響力を１００分率で

相対化した下段表の値を図示したものである。そ

こで明らかなように、遺産予定額に対して大きな

影響力を有しているのは、資産現在高（対数）と

定数項であり、この２要素で遺産予定額の７０％、

将来消費額の８０％が説明されてしまう。遺産動機

の影響力は全体の２～３．５％であり、決して大き

いものとは言えない。統計的にある程度の有意性

を確保したとしても、遺産動機の違いが遺産予定

額、将来消費に与える影響は、かなり限定されて

いることをここから指摘できるであろう。

５ まとめ

本稿の主要な結論は以下の２点である。

�１ 利己的な遺産動機を有する世帯で遺産が大

きくなり生前の消費（贈与）が小さくなる。

�２ 遺産動機が遺産額に与える影響は非常に限

定的である。

まず、�１の結論はこれまでの実証分析の仮説、

ないし分析結果と背反するものである。その原因

の一つは、遺産額の定義を狭義に「死後に移転さ

れる資産」のみに限定した点がある。これは、遺

産という言葉の意味に忠実に従おうと考えたため

である。とはいえ、利己的であるほど遺産が残る

図表４ 分析結果

MODEL１：D.V.＝遺産予定額 MODEL２：D.V.＝将来消費額

Variable Coefficient t―Statistic Prob. Coefficient t―Statistic Prob.

定数項 －１５１２２．６４３ （－１．５９） １１．３５％ －５０５．７７３ （－１．７７） ７．８５％

利己主義ダミー ７８５．７５０ （１．３６） １７．５２％ －６７．８８１ （－１．７５） ８．２８％

利他主義ダミー １１３８．２９４ （２．０１） ４．６２％ －７９．３９０ （－１．９１） ５．８１％

世帯主年齢 －３．２１４ （－０．１１） ９０．８７％ １．２２９ （０．６９） ４８．９５％

世帯主健康状態 ４２８．５９８ （０．７９） ４２．８０％ －４５．１３０ （－１．５９） １１．３４％

世帯主大卒ダミー －８８３．３１３ （－０．９７） ３３．５８％ ２８．１５２ （０．７８） ４３．９３％

子供の数 １８２．４４３ （０．５９） ５５．８２％ －１０．２３３ （－０．９９） ３２．５６％

対数：資産現在高 １０４０．１５２ （２．７０） ０．７８％ １０９．８６０ （４．９２） ０．００％

受領遺産額 ０．７３６ （５．０６） ０．００％ －０．０２３ （－３．２３） ０．１６％

消費者物価指数 ７２．９２９ （０．８７） ３８．５９％ －２．４７５ （－１．０１） ３１．６１％

R―squared ０．４３３ ０．４４３

AdjustedR―squared ０．３９６ ０．４０６

S.E.ofregression ３１０１ １３１

Lglikelihood －１３８５ －９２０

Durbin―Watsonstat ２ ２

Meandependentvar ３０８０ １００

S.D. dependentvar ３９８９ １７０

Akaikeinfocriterion １８．９８ １２．６５

Schwarzcriterion １９．１９ １２．８６

F―statistic １１．６２ １２．１０

Prob （F―statistic） ０．００ ０．００

・Method: Least Squares／Sample（adjusted）:１１４７／Included observations:１４７after adjusting endpoints／White Heteroskedas-
ticity―Consistent Standard Errors & Covariance.

・将来消費額＝（総資産－遺産予定額）／余命（夫婦で長い方）。
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という帰結は、パラドキシカルに感じられるが、

Bernheim／Shleifer／Summers（１９８５）が 指 摘 す

るように、契約の拘束力に配慮すれば、子供から

の貢献を確実に引き出そうと考える親が、死後に

資産を移転する方法は、生前贈与よりも賢明であ

ることに気付かされる。したがって、利己的で賢

明な親が、生前贈与を控えて遺産を残すというの

は十分に納得がゆく。他方で、利他主義モデルの

代表としてBecker（１９７４）を考えると、家族内

で資産の再分配を行う中で、「親の資産＞子供の

資産」というプロファイルを考えるならば、生前

贈与は増えざるを得ず、他を一定とすれば、遺産

額は相対的に少なくなるであろう。すなわち、利

他的動機は、遺産を相対的に減少させるのである。

分析結果は、Bernheim／Others（１９８５）を支持す

る一方で、Becker（１９７４）モデルの妥当性を支

図表５ 影響の相対的比較（平均値×係数での比較）

図表６ 利他主義、利己主義と子供の数の関係
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持することはできなかった。利己的動機が死後の

資産（遺産）を増やす効果は、統計的な有意性を

持っていたものの、利己心が生前贈与（消費）へ

与える影響は統計的な有意性を持たなかったので

ある。

次に、結論�２についてであるが、遺産動機の違

い（利己vs.利他）が、遺産、生前贈与（消費）

に与える影響は、統計的に有意であるとしても、

高々２～３．５％であり、さほどに大きくないこと

を分析結果が示している。それらの金額の多くは、

資産の総額と定数項によって説明されるのである。

つまり、資産額の高い人ほど、多くの資産を消費

するし、死後の資産も多く残すのである。

本稿の分析結果からは、相続税に関する非常に

興味深い政策的インプリケーションを導くことが

できる。それは、もし相続税が強化されるならば、

高齢者の貯蓄の上積みに貢献するというものであ

る。相続税が強化されると、実質的な遺産価値は

小さくなるので、利己的な親は遺産の実額を上昇

させなければ子供への影響力を維持できないと考

えて遺産額を大きくせざる得ない。これは、死後

に資産を残す動機が利己的な戦略性を持つことに

よる帰結である。かつて、Barro（１９７４）は、遺

産とは、公債などの将来世代への負担のつけ回し

に対する現在世代からの見返りであると考えた。

とすれば、現在の日本で遺産が拡大しているのは、

将来世代が負担する国債利払いを考慮した結果で

あると解釈することになる。しかし本稿の帰結は、

子供世代とのリンクが希薄であると考えるが故に、

親世代は彼らをコントロールするためのインセン

ティブとして、遺産を積みますのである。

最後に、今回の分析の問題点について言及する。

第一に、サンプル数の少なさによる分析結果の頑

健性の低さがある。これは如何ともし難い。第二

に、本稿では、遺贈動機が独立変数であることを

仮定して説明変数に使用しているが、遺贈動機が

子供や資産の有無から独立であるとする仮定は厳

しいかもしれない。しかしながら、２SLS８）を利

用した分析を行ったところ、本稿が利用できる

データ（子供の数、世帯主・配偶者の学歴・健康

状態など）で遺贈動機を説明することができない

ために、説明力の全く無い分析結果となった。そ

れゆえ、拡張的な分析を今回は諦めざる得なかっ

た。第三に、従属変数の信頼性についての問題が

ある。遺産予定額は、非常に曖昧で主観的な値で

あるが、本稿で使用した二つの従属変数には、こ

の値が直接、間接的に導入されている。それゆえ、

この値に対する信頼性がすなわち分析結果の信頼

性に繋がっており、この点には留意が必要である。
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